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多極化した新たな国際社会を
「つなぎ直す」役割を果たす外交展開を

総合的かつ主体的な
新しい日本外交のかたち

国際社会の構造は今、大きな転換点
を迎えています。とりわけ、中国をは
じめとした新興国が経済競争力を身
に付け、政治的なプレゼンスも高まっ
ています。国際社会のプレーヤーが多
様化し、国際合意として意見を集約す
ることが難しくなってきています。こ
うした状況下で、日本は世界に向けて
どのような役割を担えるのか。圧倒的
な経済力で影響を及ぼすことは難し
い。ならば成熟国家として、多極化し
た国際社会をつなぎ直す役割を果た
すべきではないか。当委員会ではこの
問題意識を出発点に、安全保障政策か
ら外交政策を支える基盤整備まで、多
様な議論を重ねてきました。
まずは、日本自身の政治的・経済
的な安定確保が大前提となります。
昨年の尖閣諸島での中国漁船衝突に
関しても、政権交代以後、日本の安
全保障政策はふらついています。日
米安保体制を基軸として強化してい
くとともに、日本の安全保障は自身
の努力によって確保するという認識
を持ち、防衛体制をいかに整備する

かを考えていく必要があります。そ
のためには、国際政治の現状や国家
観についての学校教育のあり方も、
再考すべき時期でしょう。
通商面では、従来国際ルール作り
を担ってきたWTO体制を強化しな
がらも、より柔軟な二国間提携、多国
間連携の拡充も不可欠です。一元的
な国際合意が困難となっている中で、
日本はよりスピーディーに各国との
関係を構築し、新たな経済協力体制
を築いていかなければなりません。
ASEAN諸国とのFTAを拡充させ、
さらにはTPP（環太平洋経済連携協
定）への参加を進めていくべきです。
自由化交渉を進めていく上で、「日本
の農業は保護しなければならない」
という意見があります。しかし、農産
品市場の開放が、日本の農業の衰退
を意味すると断定することはできま
せん。むしろ日本の高品質な農産品
は、潜在的な国際競争力を持つ品目
ではないでしょうか。堂々と市場開
放をした上で、世界に日本の農産品
を広めるシステムを確立すべきです。

優れた政策判断を支える
シンクタンク機能の確立

総合的かつ主体的な国際社会への
アプローチを展開するためには、そ
れを支える基盤整備も欠かせません。
その核となるのは、「人財」です。
政策形成を支えるインフラの役割
は、これまで霞が関の中央官庁が担っ
てきました。しかし、総合的な判断
をする上でのインテグレーション（統
合）機能が欠けていた側面が否めま
せん。旗振り役としての内閣官房の
役割はこれまで以上に大きくなり、
国家安全保障会議の設置も早急に検
討されるべきです。また、政、財、学
界の優れた人材を集めたシンクタン
ク設立は、政策形成に資するインフ
ラとしてぜひ具体化していかなくて
はなりません。その前提として、国
際社会に価値を発信できる人材の育
成と登用も欠かせないでしょう。
国際社会をつなぎ直す外交、そし
てそれを担うための新たなる政策形
成システムの確立は、経済界の側か
ら、より積極的かつ大胆に提言、具
体化していくべき分野ではないで
しょうか。ぜひ皆さまにも積極的な
ご協力をお願いしたい所存です。
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